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　　　〔判示事項１〕　就業規則所定の懲戒理由たる「許可を得ないで事業場内において従業員として
　不適当な印刷物を配布したとき」にいう「従業員として不適当な印刷物」には，労働組合の統制に
　服しない政治活動の表現である印刷物が含まれる.
　　　〔判示事項２〕　本件文書は，正義と平和のためには，日米安保条約を廃棄することが必要であ
　り，これに向かって努力している社会党および共産党を支持すべく，民主社会党は労働者の味方で
‘はない旨の政治的信条およびこれに基づく行動を勧奨する政治的な文書であると解するのが相当で
　あり，かつ組合の統制に服していない政治活動の表現であるということができる.
　　〔判示事項３〕　就業規則および労働協約により，会社の構内および施設において，労働組合の
　統制に服しない政治活動の表現である印刷物を，許可なくして配布する行為を禁止することは，社
　会通念上，これを肯認するに足りる合理的な理由が存する限り，憲法19条，21条および労働基準法
　34条３項に違反しない.
　　〔判示事項４〕　休憩時間中，本件文書を配布した所為を理由とする減給処分は，違法とはいえ
　ない.
　　〔事　実〕
　　原告X, Xiは，それぞれＹ造船所の実験工，修理工.として勤務していたが，昭和35年10月13日
　と同月28日に「神船若者の生活白書を作るために」と題するアンケート文書を，昼休みの休憩時間
　中同僚数名に対して配布した．
　　右アッケート文書は，作成者は，日本民主青年同盟で，I～IV部からなり, I, n部では年令，
　月収，職場に関する満足感，趣味，社会的関心の対象，希望を問い，ｍ部では，「総選挙が近づき
　ました」と題して，政治的志向について問い，IVにおいても，日本民主青年同盟についての意見を
　問うという形式を採っていた．
　　他方Ｙ会社の労働組合は，日本労働総同盟に加盟しており，本件文書配布行為の直前すなわち，
　昭和25年８月下旬頃組合神戸支部大会において，民社党支持を決議し，10月初句の組合本部大会に
　おいても民社党支持を決議した．したがって本件文書配布行為は，組合の統制違反とみとめている
　が，その処分についてはなお検討中である．
　　また右労働組合とＹ会社との間には，労働協約が成立しており，就業規定も定められていた．就
　業規則56条は「従業員として次の各号の一に該当するときは，懲戒解雇に処する．但し，情状しゃ
　く量の余地があると認められるときは，出勤停止または減給に止めることがある．」と規定し,’同
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条７号に「許可を得ないで事業場内または施設（社宅および寮の私室を除く）において，従業員と
して不適当な集会の開催，演説または印刷物もしくは図画の配布もしくは掲示をしたとき」と定め
ている．
　また労働協約69条には，就業規則56条と同一の規定があり，12条には「組合支部または組合員が
会社の構内および施設（社宅および寮の私室を除く）において，政治活動を行う場合は，組合また
は支部の統制によることとし，その具体的活動について会社または事業所が事情やむを得ないと認
めたときは，所定労働時間外に行いうるものとする」旨定めている．この規定はさらに協約付帯党
書９号により正当な組合活動の場合には適用を除外されている．
　またX, Xiの行為当時は既に廃止されていたが，過去の表彰懲罰委員会規則では，減給につい
て，１等級から５等級までの級分けがあり，平均賃金日額のVlO～1/1oがそれぞれの等級に対応し
ていた．
　以上のような組合とＹ会社間の労働協約および就業規則をたてにＹは，本件X, Xiの行為が就
業規則56条７号に該当するとして，36年３月１日付で, X, Xiをそれぞれ減給５等の懲戒処分に
付した．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
　そこでＸ，Ｘ１はＹの懲戒処分行為無効を訴えたところ，第１審は原告の請求を認容した．これ
に不服のＹが原判決の取消を求めて，控訴したのが本件である.
　　〔判決理由〕
　　〔判示事項目について．就業規則56条７号の「従業員として不当な印刷物」という文言は，そ
の内容がいささか不明確であるが……男’働協約69条に就業規則と同一の規定かあり，労働協約12条
には，「組合，支部または組合員が会社の構内および施設（社宅布よび寮の私室を除く）において
政治活動を行なう場合は，組合または支部の統制によることとし，その具体的活動について，会社
または事業所か事情やむを得ないと認めたときは労働時間外に行いうるものとする」との規定があ
ること，さらに，労働協約付帯覚書９号の規定，および就業規則２条に「この規則に定めた事項で
あっても，労働協約に別段の協定があるときは，これによるものとする」との規定があることを併
せ考えると，就業規則56条７号の「従業員としての不適当な印刷物」の中には，労働組合の統制に
服しない政治活勁の表現である印刷物が含まれると解するのが相当である.
　　〔判示事項２〕について．省略.
　　〔判示事項３〕について．国民が政治的言論を含む政治活動の自由を，国家に対する関係で享有
することは，憲法19条，21条の保障するところであって，その保障か国民相互間においても，民法
90条にいう公の秩序として妥当することはもちろんであるが，他面，国民の生活活動は，私的自治
の原則を基調として展開されるものである以上，国民相互間の関係においては，その自由意思によ
り，政治活動の自由に制限を加えることも，社会通念上，これを肯認するに足りる合理的理由か存
する限り，必ずしも公序に反するとはいえないものと解するのが相当である．
　ところで使用者が，就業規則で労働者の企業施設内の政治活動を制限する理由は，それか企業施
設を利用して行なわれるときはその管理を妨げるおそれかおり，就業時間中に行なわれるときは，
その労働者のみならず他の労働者の労働義務を妨げ，また休憩時間中に行なわれるときは，他の労
働者の休憩時間の自由な利用を妨げ，ひいては作業能率を低下させるおそれがあることにあると思
われ，いづれも企業運営上の必要に基づくものであって，社会通念に照らしても合理性を欠くもの
とはいえない．
　また労働基準法34条３項は，使用者は労働者に休憩時間を自由に利用させなければならない旨規
定するけれども，右規定は労働者に作為義務を課すなどして，その休憩を妨げることを禁じたもの
であって使用者力もある労働者に対し，他の労働者の休憩時間の自由な利用を妨げ，ひいては，作
業能率を低下させるおそれのある仕方で，自己の休憩時間を利用することまでも認容する義務を負
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
盛JL生幽L虫ｊと胞洽活蕗等について　　（長渕）゛ 砧
うとする趣旨ではないことは，明きらかであるから，就業規則56条７号および労働協約12条，69条
７号が休憩時間中における本件文書配布行為を禁止する趣旨を含むものと解しうるか｀らといって，
右各規定が，労働基準法34条３項に反するとはいえない.
　　〔判示事項４〕について，本件文書配布行為は………f反4こ実害を伴わなかったとしても，既に抽象
的には，他の労働者の休憩時間の自由な利用を妨げ，ひいては作業能率を低下させるおそれが発生‘
したものというべきであるから，右行為を懲戒処分の対象とすることは，差支えないもめと解する
のが相当であ芯．もっとも懲戒処分の程度によってはその処分が違法とされることかありうるけれ
ども，本件においては減給五等の懲戒処分がなされたに過ぎないのであるから，私的自治の原則に
鑑み，あえてその違法を論ずるにはあたらない.
　　〔評　釈〕
　日　判示事項１について．判決は，就業規則，労働協約とその付帯党書，組合本部大会決議およ
び神戸支部大会決議等を総合的に考慮して，本件アンケート文書の配布行為は「従業･員として不迪
当な印刷物を配布したとき」に含まれると判断しているが，かかる趣旨の就業規則や労働協約と憲
法および労働基準法との関係を度外視して判断する限り当然である．したがって，就業規則，労働
協約と憲法，労働基準法との関係がｍ要な意義をもつ．
　口　判示事項２について．本判決が認定している.ような事情が存在する場合，生活白書を作るた
めのアンケート文摺:たることが，同時に一定の政治活動と判断するのも妥当といえよう．
　目　判示事項３について．本判決理由の第一段は，憲法上保障された政治活勁の自由も，国民相
互間においては，その自由意思により政治活動の自由を制限することも社会通念上これを肯認する
に足りる合理的理由が存する限り公序に反しないとする．
　この点については，自由椛的基本樹を保障する憲法諸規定の効力が，私人間におよばないとする’
伝統的な理論に対し，近来私人間での効力を肯定する考え方が各国の判例学説において有力となっ
てきている．この考え方も，憲法の自由保障規定が私人間の関係を直接規律すると説く直接的効力
説と，この保障規定によって保障された国民の自由が，私人間においても尊重されねばならないと
する公の秩序が成立することにより，私人間にも効力が及ぶこととなると説く間接的効力説にわか
れる．
　この点最高裁判所判例は明きらかでない（1）が，下級審判例とくに労働事件に関する判例は，結論
として憲法上の思想信条の自由の侵害を認めるものも，これを否定するものも，ともにこれらの自
由を保障する憲法規定が，労働関係に適用されることを当然の前提として，自由侵害の如何を論じ
ている口．その場合，とくに最近の判例は，これらの憲法上の保障が，「民法90条にいう公の秩序
･として妥当することはもちろん」としているものが多く心，判例の傾向としては，直接適用説から
間接遇用説へ傾きつつあるといえる(･1).
　木判決でもこの点に関して「民法90条にいう公の秩序として妥当することはもちろんであるが…
…」として，判例の一般的な傾向に従ったものといえる．
　直接効力説に立つか間接効力説かにより具体的事例によっては，制限理由たる「合理的な範囲」
の燧定において結論を異にする場合かおりうるだろうが，この点についてのより詳細な議論は暫く
憲法学者に委せる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　次に判決は，第一段にいう「合理的理由」が存在するかどうかの判断にあたって，政治活動を労
働協約，就業規則との関係で論じ，「就業時間中たると休憩時間中たるとを問わず政治活動を禁止
することは，いずれも企業運営上の必要に基づくものであり，社会通念に照らしても合理性を欠く
とはいえない」と結論した．
　憲法上保障される政治活動の自由も，既にみたように直接効力説，間接効力説のいづれに従うに
せよ絶対無制限ではありえない．合理的理由が存在する範囲で制限を受けることは一般に承認され
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ている．しかしながら，本件判決のように私企業において,.就業時間中たると休憩時間中たると労
働者の行為が政治活動だからといって，一律包括的にこれを禁止することができるだろうか．従来
判例はご
の作業または休憩を妨げ，作業能率を低下させるおそれがあるから，これを制限することは企業運
営上の必要に基づき合理性があるとしたものか多かった(5;.しかしこのよう･なおそれかあるとした
だけで政治活動を禁止できるとすれれば，ある種の思想を有する労働者が企業.内にいることさえ
も，右のおそれがあるとして，使用者が労働者の思想統制を行なうことも法的には許されることに
なる(6).したがって，企業内の政治活動の禁止は，現実かつ具体的に経営秩序びん乱などの結果を
招来する行為に限られると解するのが正しいといわねばならぬ･．その結果，一般論としては，労働
協約，就業規則等に，事業場内における労働者の政治活勁を一律包括的に禁止する条項が存在する
場合，右に論述した範囲で効力を有するに過ぎず，それを超える部分については無効というべきで
ある(7).｢判決理由１について｣のところで，｢憲法，労働基準法との関係を度外視して判断する
限り｣といったのは，この点を考慮しているのである．
　次に会社従業員を組織する労働組合が存在し，その組合との間に一定の協調関係がなりたってい
るとき，組合の支持決議に反する政治団体の活動をした場合には，右決議違反は労働協約，就業規
則等の禁止を合法化するか否かが問題となる．
　この点につき問題は，憲法上保障された政治活動の自由は，労働組合が統制することができる
か．とくに組合大会や機関が特定政党支持の決議をしたときその効力のいかんが決定的重要性をも
つ．従来学説は，組合員の政治活動に対する組合の統制権の問題として論議してきたが，川口教授
の論稿(8)によれば，概略次の４説にわかれる．
　第１説は，特定政党を支持する決議が，組合大会等で，規約に即して成立したときは有効と判断
し，この決議に反する特定政党または候補者の選挙運動に積極的役割をはたしたような組合員に
は，組合の制裁相を発動できると説く(9).
　しかしながらこの説は，組合か政治結社と異なって組合員個々人の思想信条の自由を前提とする
団体である点を看過しており，支持することはできない．
　第２説は，右のような特定政党支持の決議も，それに基づく統制処分も無効と解する説である
か，その根拠には二つの面かおる.
　④　政治活動の自由，政党支持の自由は，憲法上保障された国民の基本的人権であって，多数の
決定によるもこれを奪うことは許されないと主張するもの(10).
　○　基本的には④の主張を認め，それに依拠しながら，組合員の政治活動の自由を制限し，制裁
をもって特定政党の支持を義務づけることは，政治問題について，組合が過大な負担を負う結果に
なるということをも，右決議の効力否定の根拠に加えるもの心).
　○については，その内容とするところが，必ずしも明きらかではないが，第２説は，組合が政治
結社と異なり，組合民主主義の要請に一応則った場合でも，特定政党支持問題のような市民的政治
活動の面では，特定政党を一般的に支持決議したり，統制違反の責任を問うことを無効と解する点
では，正しいといわねばならぬ．この意味で現在第２説が学説の中では多数説となっている．
　また判例は，ほとんどいずれも，決議違反行為に対する統制処分を，それぞれ理由づけにおいて
差違かおるけれども無効と解している点は注目に値するといえよう(12).
　第３説は，右のような決議は，慰法上保障された国民の基本的人権を侵すものとして無効と解し
ながらも，政党支持決議無効の訴を認めるべきでないという理由から，このような決議は多数組合
員の意思の確認としての意義をもつに過ぎないとみる考え方であるfl3).
　この説に対して第２説の立場からは，第３説は運勅諭的な評価から右のような意味を付与してい
るにすぎないと評価し，組合員に対する政治的啓蒙は，日常の組合活動のなかで行うべきで，執行
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　部提案を大会において「異議なし」の拍手で決める実情からも，決議の実効性は消極的にしかない
　との批判が投げかけられている(14).
　　しかしながら労働者や労働組合は，その労働条件，生活条件の維持向上のためには･，それと密接
　に結びつく政治的行為（労働法改悪反対斗争など）やいわゆる市民的政治活動（ベトナム戦争反対
　など）に自覚的に参加することは当然であり，その際組合として常に組合員の多数意思がどのよう
　に動いているか確認してゆくことは必要でもある．このように解してこそ，憲法上の基本的人権の
　保障と，組合が統制権をもつこととが，政党支持決議の場合にうまく調和されることになると思
　う．
　　最後に第４説は，特定政党，特定候補支持の決議は，具体的に労働者の経済的地位の向上記役立
　つ限度でのみ組合員を拘束できると考える説(15)であるが，他の諸説と異って，一概に右決議の有
　効か無効かは結論づけられないが，大体において，第２説，第３説と結果的には同じになると考え
　られる･．
　　このように解してくると，本件において，原告X, Xiの右文書配布行為を組合の民主社会党支
　持決議違反として組合の統制処分にかからせることは，本来法的には否定されざるを得ないのであ
　る．とすれば，本件において，労働協約や就業規則において，政治活動一般を包括的に企業内施設
　の管理を妨げ，他の労働者の労働義務を妨げるおそれありとして禁止する就業規則や労働協約の効
　力は，合理的かつ具体的範囲に制限されざるをえず，また組合の決議や方針に合致し，統制にかか
　る範囲でのみ例外的に許される場合があり･うることを規定する就業規則，労働協約の態度も是認し
　がたいといわざるをえない．結局判決は，既にこの点において，抽象的に「管理を妨げるおそれ」
　とか「他の労働者の労働義務を妨げるおそれ」などといったことで直に政治活動一般を制約すべき
　ではなぐ，「合理的理由」の存否をより具体的に判断すべきであったと思われる．
　　最後に労働基準法34条３項の休憩時間の自由利用の原則との関係が問題となる．
　　従来学説においては，いわゆる休憩時間の自由利用に関して積極に解する説ぷ）と消極に解する
　説(17)とが対立してきた．消極説は，休憩時間につき，労働者は使用者の拘束下にあって労働義務
　を解放される時間と解する．したがって休憩時間の「自由利用」は当然のことを定めた規定である
　に過ぎない．このことは逆にいえば，自由利用といえども，使用者の拘束下にあるのだから，労働
・者は絶対無制限ではありえず，事業場の規律保持上必要な制限を加えることは休憩の目的を損わな
　い限り差支えないことになる．
　　これに対して積極説は，休憩時間は消極説が説くように使用者の拘束下にあって労働義務を免れ
　るに過ぎないものではなく，労働者は使用者からの拘束を離れ，いかなる意味においても使用者が
　労働を命ずることは絶対的に禁止されるばかりではなく，さらに使用者はその休憩時間を自由に利
　用させねばならないのであって，ここには，労働基準法34条３項の独自の存在意義があるとする．
　したがってこの説によるときは，労働者は企業外におけると同じように，いかなる意味でもその政
　治活動につき，原則として拘束をうけない．ただ例外として，その政治活動が，企業内で行なわれ
　るときは，企業内の建物その他施設管理上必要な制限が（それは物理的管理のみには限定されない
　が），許されることかありうると説く．
　　またこの点に関する比較的近時の判決を拾ってみると，
　　（ｲ）結果的に休憩時間中の政治活動禁止を適法として認めたものとして，「使用者が事業施設に
　対する管理権の行使として，施設内における労働者の休憩時間中の特定の行動を禁止することは，
　労働による疲労回復のための休憩という休憩制度本来の目的を害しない限り，また施設管理権の濫
　用とならない限り違法ということができない(18)」として，集会，デモ等を禁止する命令を有効と
　した判決がまずあげられるが，これは駐留軍労務者に対して，基地内における集会，デモ等を禁止
　するアメリカ軍命令によるものであった．したがって当時学者は，基地内という特殊事情を考慮し
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て，その限りで正当と注釈した巾）．また「会社が従業員の休憩時間中における会社構内での文書
の配布等を規制することは，職場の秩序を維持し，環境を整備するための必要限度にとどまる限
り，従業員の休憩時間中の自由を害するものとはいえない(20)」とした判決は，そもそも原告の行
為が，休憩時間中に行なわれたとは認定していないのだから傍論の域を出ず，結局本判決のほか
は，「事業場内において過ごすことを通例とする多数労働者の休憩時間が一部労働者の政治活動に
よって妨げられることがあっては休憩制度本来の趣旨が没却されることになり，ひいては生産能率
の低下を招くおそれもないではないから使用者が事業場内における労働者の政治活動を休憩時間中
をも含めて一般的に禁止しても事業場管理権の濫用ではなく，休憩制度本来の趣旨を害するもので
もない<2uJとして，休憩時間中のアカハタ号外配布行為に対する懲戒解雇を有効とする判決ぐら
いが存在する程度である.
　（ロ）他方休憩時間中の政治活勁の規制を違法とする判決としては，「労働者は休憩時間中には，
組合活動を自由になしうるのであるから，会社はビラなどの配布を一般的にまたは正当な理由もな
く個別的に禁止したり，あるいは一般的に許可を求めるための届出を要求することはできない(22)」
として，原告のビラ，パンフレット配布など就業規則が許可を求めることを要求している行為を無
許可で配布したのに正当としたぢのがあり，また，「一般の企業体においては，企業経営が支障な
く行なわれる限り制限は考えられない．単に抽象的に，経営秩序を乱し，企業活動に支障を生じ，
就業の規律，能率を妨げるおそれがあるの一事をもって事業場内の政治活動を禁止することはでき
ず，それが禁止されうるのは，現実かつ具体的に前記の結果を招来する行為に限定されねばならな
い市）」として，休憩時間中のアカハタ配布行為を適法と判断した判決をする．
　Ｈ　最後に，（ｲ忙図の中間的な位置を占める判決として，「就業時間中たると休憩時間中たると
を問わず，労働者の企業内の政治活動を禁止することは，社会通念に照らしても合理性を欠くもの
とはいえない」と判示しつつ，労働者が休憩時間中同僚に対して行なったベトナム戦争反対の署名
迎動，作業時間中の日韓会談反対への参加勧誘，特定候補者への投票依頼等の所為は，「従業員の
休憩時間の自由利用を害し，作業効率を低下させ，また会社の施設管理を妨げる結果をきたす等，
著しい実害があったものではない(24)」として，使用者のなした普通解雇は解雇権の濫用で無効と
したものかある．
　以上の分析から，判例のなかでも，消極説と積極説が対立する二つの流れを作っているが，木判
決は，基本的には消極説によっていて，判例Ｈの立場と同じであることは次にわかる．
　しかしながら，消極説が説くように，休憩時間中の労働者の行為について「職場の規律保持上.必
要な制限」といった包括的な理解の仕方では，労基法34条３痢の稗旨が正しく理解されず，且つ休
憩時間中の労働者の政治活動に対して，余りにも大きな制限を加えることになる．この点で，積極
説が基本的には正しい．すなわち，休憩時間に対する制限は，使用者の拘束下に労働者があること
から生ずるのではなく，休憩時間の自由な利用も，それが事業場内で行なわれるときは，事業場の
施設管理との関係で，合理的な範囲で制限される場合がでてくると理解すべきである．しかもこの
制限の限界は，あくまで，事業所の物理的な管理の面からのみ許されるのであって，休憩時間が終
り，事業再開の時点で，設備，施設等の円滑な運用が，具体的に妨げられるような事業場の使用に
限って，休憩時間の自由利用も制約されうると解するのが正当だと考える(25).
　なお一部の学説においては，施設管理権の制約がない場合にも，言論の自由による保障が認めら
れない場合があるとして，例えば，従業員食堂において，食事中の労働者に演説する行為やに構内
の芝生で体憩している同僚に対して，スピーカーを用いて純粋に政治的な演説を行なうことなどが
指摘される(26).　その理由は，事柄の性質上，同僚の労働者は，言論を間かない自由を持たないか
らであるとされるが，この見解は正当とは思えない．なぜなら,このような行為が同僚労働者にとっ
て受忍しがたいものであれば，事実上反対の意思表示をもって中止させることができるのであっ
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て，法的に違法の評価を下す必要少しもないからである．　　　　　　　　　　　゛
　判示事項４について．本判決は次に，「処分の程度によっては違法とされる場合もありうるが
……」としながらも，「処分が減給五等に過ぎな･いから，あえて違法の評価を与えるにはおよばな
い」と結論した.　I’
　この点については，既に論述した過去の判例のなかで，中間的立場に立つ判例と一致する．もと
もと中間的立場といっても，基本的には，消極説と同一基盤にたつものであるから，本判決も，こ
の点で，同様の評価を受けよう．
　以上判示事項１から４までを，それぞれ学説および判例との関連で論じてきたが，最後に全体的
な評価を加えると以下のようになる.
　（1）本判決は，憲法上の政治活動の保障規定がj私人間比もおよぶことを論じている限りでは，
学説，判例の一般的傾向に従っており妥当といえる.
　（2）だが，私人間における政治活動の制限を私的自治，しかも組合と使用者との自治に委ね，労
働協約お,よび就業規則による包括的な政治活動の禁止を適法とし，例外的に組合の統制に服する政
治活動のみを，許される場合があるとする点マは，組合は組合員の政党支持の自由を統制すること
かできない面を看過し，ひいては組合員個々人の政治活動の自由を広汎に制約することとなって失
当といわざるを得ない.
　（3）また抽象的な経営秩序のびん乱のおそれ，他の労働者の休憩時間の自由な利用を妨げるおそ
れかおるというだけで，労働者が，休憩時間中に政治活動を行なうことを，包括的に禁止すること
を適法とする点では，第一に休憩時間の自由利用を定める労基法34条３項の独自的存在意義を正し
く理解することができず，第二に，実際的にも，労働者の休憩時間中における政治活動を，余りに
も制限しすぎることになって不当である．
　なお，判例の流れの中で･は，従来対立してきた二つの傾向の中で，労基法34条３項の意義を消極
に解する方に属し，そして，結論的には中間の位置にある判例と同様である．
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